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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２系列のロール群、すなわち１系列のロール群を他方の系列のロール群へ食い込むよう
に互いに向き合って実質的に平行に、かつ平坦化される金属片の進行方向に対して垂直に
配置された下部ロール群（１１）及び上部ロール群（１２）から構成される少なくとも１
個の組立装置を備える金属片平坦化のためのマルチロールレベラーの較正装置であって、
　前記一組の上部及び下部ロール群間へ前記平坦化方向に配置されてすべてのロールに亘
って延びるに十分な長さをもつ剛性な測定バー（８）、
　前記下部ロール群に対して垂直に配置された時、前記下部ロール群（１１）の作動状態
及びそれらの機械的特性を再現する前記測定バーと一体化された剛性な突出部（８１）、
及び
　これら突出部（８１）上へ載せられ及び前記測定バーの中央部分周囲においてそれら突
出部の１つへ固定された金属薄板（８２）であって、その弾性変形を測定するための伸び
計（８３）を備える金属薄板を含むことを特徴とする前記較正装置。
【請求項２】
　前記伸び計を備えた金属薄板（８２）の長さが前記レベラーの第一ロール（１１ａ）軸
と最終ロール（１１ｎ）軸の間隔よりも大きく、及び前記金属薄板の幅が圧力対抗傾斜台
あるいはローラー（２１）の幅よりも狭いことを特徴とする請求項１項記載の装置。
【請求項３】
　前記金属薄板（８２）の幾何学的及び機械的特性が、該金属薄板が前記レベラー中にお
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いて処理される最小の厚さ、最低降伏強度及び最低弾性係数をもつ金属片の平坦化に対応
する作用力を受けた時に、前記金属薄板材料の弾性部分内に変形が生ずるように選択され
ることを特徴とする請求項１または２項記載の装置。
【請求項４】
　前記伸び計（８３）が、抵抗変化に基づく歪ゲージ、オプティカルファイバー型伸び計
、あるいは前記金属薄板（８２）の局部的変形の測定手段であることを特徴とする請求項
１～３のいずれかに記載の装置。
【請求項５】
　前記測定バー（８）に、前記測定バーを前記レベラーの縦方向に沿って正確かつ再現可
能な方式で配置するために、前記下部ロール（１１）間へ挿入される心合わせスタッド（
８４）が含まれることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の装置。
【請求項６】
　前記伸び計（８３）の少なくとも２個が、伸び計を備えた測定バーがレベラー中の適正
位置にあるならば、前記伸び計が総数Ｎ個のロールをもつ前記レベラーの入り口から４番
目のロール（１２ｂ）及び前記レベラーの出口からＮ－３番目のロール（１２ｌ）の位置
に配置されるように、前記金属薄板（８２）の中心の、かつ下部に配置されることを特徴
とする請求項１～５のいずれかに記載の装置。
【請求項７】
　前記伸び計（８３）の少なくとも２個が、伸び計を備えた測定バーがレベラー中の適正
位置にあるならば、前記伸び計が総数Ｎ個のロールをもつ前記レベラーの入り口から２番
目のロール（１ａ）及び前記レベラーの出口からＮ－１番目のロール（１２ｍ）の位置に
配置されるように、前記金属薄板（８２）の中心の、かつ下部に配置されることを特徴と
する請求項１～６のいずれかに記載の装置。
【請求項８】
　前記剛性な測定バー（８）に前記レベラー内でそれを操作するための伸張部（８５）が
含まれることを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の装置。
【請求項９】
　前記伸び計を備えた金属薄板（８２）を含む２本の前記測定バー（８）が前記レベラー
中のベアリング（２０）付近に配置され、圧力対抗傾斜台（２１）が完全に下げられ、前
記測定バーに対して基準作用力が働くように締付制御手段を作動させることにより下部ロ
ール群（１１）及び上部ロール群（１２）の系列が互いに近づけられ、前記基準作用力が
前記レベラー中において処理可能な最小の厚さ、最低降伏強度及び最低弾性係数をもつ金
属片の平坦化に対応され、前記金属薄板が弾性変形状態にあり、一旦この基準作用力に到
達すると、次いで測定バーの変形が前記伸び計（８３）を用いて測定されて前記変形から
前記レベラーの基準間隙、変位及び傾きが導き出され、必要に応じて、これら結果に従っ
て補正が為されることを特徴とする、請求項１～８のいずれかに記載の装置を用いたマル
チロールレベラーの較正方法。
【請求項１０】
　後続する工程において、前記伸び計を備えた金属薄板（８２）を含む２本の前記測定バ
ーが前記レベラー中にベアリング（２１ａ）及び（２１ｋ）に最も近い圧力対抗傾斜台に
対して横方向かつ垂直に配置され、前記基準作用力が得られるまで締付制御手段を作動さ
せて２系列の下部ロール群（１１）及び上部ロール群（１２）が互いに近づけられ、前記
金属薄板（８２）の変形から測定された前記基準作用力が得られるように圧力対抗傾斜台
（２１ａ）及び（２１ｋ）それぞれの変位が変更され、前記測定バーが前記他の圧力対抗
傾斜台（２１）の下で横方向へ移動され、前記作用力を加えることにより、レベラーの前
記間隙及び前記圧力対抗傾斜台（２１）のそれぞれと列をなすロール群によって加えられ
る基準作用力が測定されることを特徴とする、請求項１～８のいずれかに記載の装置を用
いた請求項９項記載のレベラーの較正方法。
【請求項１１】
　圧力対抗傾斜台と同数の機器を備えた金属薄板（８２）を含む前記測定バーが用いられ
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、前記伸び計を備えた金属薄板（８２）を含む測定バーの２個が前記レベラー中のベアリ
ング（２０）へ近接して配置され、締付制御手段を作動させて２系列のロール群が互いに
近づけられて前記測定バーに対して基準作用力が働き、前記作用力が前記レベラー中で処
理される最小の厚さ、最低降伏強度及び最低弾性係数をもつ金属片の平坦化に対応され、
前記金属薄板が弾性変形状態にあり、前記金属薄板が受けた変形が前記伸び計（８３）を
用いて測定されてその測定から基準作用力が導き出され及び前記レベラーの変位及び傾き
が補正され、次いで前記測定バーのすべてがレベラー中に圧力対抗傾斜台（２１）の位置
にそれぞれ配置され、締付制御手段を作動させて２系列のロール群が互いに近づけられて
前記基準間隙が得られ、圧力対抗傾斜台（２１）の転位が変更されて前記基準作用力が得
られ、前記金属薄板が受けた変形が前記伸び計を用いて測定されてその測定から間隙及び
ロール群によって加えられる締付作用力が導き出され、及び必要に応じて、このようにし
て得られた結果に従って較正に対して補正が為されることを特徴とする、請求項１～８の
いずれかに記載の装置を用いたマルチロールレベラーの較正方法。
【請求項１２】
　請求項５項記載の装置が前記下部ロールの２個間へ挿入され、前記測定バー（８）が、
心合わせスタッド（８４）を用いて前記レベラーの縦方向に沿って正確かつ再現可能な方
式で、及び下部ロール群（１１）の作動状態を再現できる剛性な突出部（８１）がこれら
ロール群と列状に置かれるように配置されることを特徴とする、請求項９～１１のいずれ
かに記載のレベラーの較正方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冶金分野、より具体的には金属薄板、特にスチール板の製造における、所謂
マルチロール引張レベラーは除いた、マルチロールレベラーの較正に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レベラーは、種々製造段階（圧延処理、コイル巻き処理、熱処理）において生ずる金属
薄板のあらゆる欠陥を矯正あるいは著しく減ずるように設計されていることは公知である
。かかる欠陥には、例えば展延可能な欠陥（初期曲がり、瓦状化）と展延不能な欠陥（「
縁部に沿った」あるいは「中心に沿った」欠陥）がある。
【０００３】
　常温平坦化の原理が、概略的には幾何学的欠陥を曲げ応力を繰り返すことにより厚さ内
の可変残留歪系へ変換させることから成り立っていることが想起されるであろう。そのた
め平坦化される金属薄板あるいは金属片は、互いに対向して配置された少なくとも２個の
連続した下部及び上部ロールを含む装置から成るスタンド中を通過される。前記２個の連
続したロールは互いにほぼ平行になりかつ金属片の進行方向に対して垂直になるように配
置される。金属薄板がこれらロール間を通過する時、該金属薄板の一部は一方向へ、次い
で反対方向へと曲げられる塑性的変形を受ける。前記曲げの大きさは、レベラーの出口へ
向かって進むにつれてロールの食い込み度が少なくなるため徐々に減少する。その結果、
平面度に優れ、残留応力が極めて低レベルであり、金属性家具、家電品、及び自動車製造
分野における一定用途に適合可能な製品の製造が可能となる。
【０００４】
　平面性あるいは残留応力に関しては、ユーザーによって常に厳しい製品許容度が課され
ている。そのゆえ、レベラーの操作を確実とするためにレベラーの機械的作用のこれまで
以上の制御が要求されている。本発明の説明におけるこの段階で、種々調節パラメータに
ついて適切かつよりよい理解を得るためにマルチロールレベラーの主要構成部分について
説明する。
【０００５】
　図１は、下部ビーム１３及び上部ビーム１４にそれぞれ支持された連続状の下部ロール
群１１（１１ａ～１１ｎで示され、この特定例では１０個のロールがある）及び連続状の
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上部ロール群１２（１２ａ～１２ｍで示されている）を備える従来のレベラーの略縦断面
図である。金属片１０は矢印Ｆで示した方向に沿ってレベラー中を移動される。ロール群
１１及び１２は、金属片の進行方向に沿って程度を減じながら互いに食い込んでいる。従
って、金属片はレベラーの入口ロール１１ａ、１２ａ、１１ｂでは曲げられて大きく変形
されるが、出口ゾーンの出口ロール１１ｍ、１２ｍ、１１ｎでは変形は極めて小さい。そ
の結果、金属片中の当初の幾何学的欠陥は塑性的変形によって残留歪系へと変換され、こ
の残留歪系の大きさはロールによって曲げられる大きさが少なくなるとともに減少する。
【０００６】
　図２は、ロールの公知の食い込み度調節手段を概略的に示した図であり、揺動によって
金属片の進行方向における上部ビーム１４の下部ビーム１３に対する傾斜度が特徴付けら
れる。この下部ビーム１３は基準面となる。ビーム１４は、例えばアングル歯車あるいは
他の手段を備える螺子／ナット型調節装置１６ａ、１６ｂ、１６ｃ及び１６ｄによって上
部フレーム１５上へ支持される。
【０００７】
　前記例に従った螺子／ナット型調節装置はモーター１９ａ及び１９ｂによりシャフト１
７ａ及び１７ｂを用いて作動される。カップリング１８ａ及び１８ｂは、レベラーの入口
側及び出口側の双方で上部及び下部ロール間の横方向の平行性（あるいは「変位性」）を
一時的に調節できるように、連結する前記調節装置を一時的に分断するために用いられる
。次いで前記ロールの食い込み度がモーターによって調節され、このモーターにより前記
調節装置が同時にレベラーの入口あるいは出口において駆動される。
　前記変位性はレベラーにおいて相当数の作業によって取り除かれなければならない。ロ
ールの食い込み度の変更は、特に平滑化される金属片の特性に応じて、標準的方式を用い
てロールの傾きを調節することにより行われる。
【０００８】
　図３は、負荷下におけるロールの曲がりの補正のための手段を示す従来型レベラーの略
正面図である。この曲がりは、金属片の平滑化中の反発力によってロールが変形されるこ
とによって起きる。かかる変形の補正のため、レベリングロールは支持体及び圧力対抗ロ
ール、傾斜台またはローラーから成る多段構造によって支持される。この装置は独立型で
高さの調節が可能な一組の「圧力対抗傾斜台」上へ配置された「カセット」と呼ばれるフ
レーム中に取り付けられる。図３には一例として、ロール１１の曲がりを補正するための
１１列の圧力対抗手段２１が示されている。これらロールの横方向への移動はベアリング
２０によって制限される。これら傾斜台の縦方向位置は例えば調節可能なテーパー付楔２
２を用いて調節可能である。
【０００９】
　図４は、かかる変形は、意図的に誇張して示しているが、圧力対抗傾斜台の実質的な縦
方向移動の手段によって、下部ロール上の圧力対抗傾斜台によって作り出される変形を示
している。負荷のない状態においても、あるいは負荷下においてもひき起こされる。
【００１０】
　図５は、これら圧力対抗傾斜台の高さが支持ロール群１１と下部フレーム１５’との間
に挿入されたテーパー付楔２３を用いて調節可能とされた公知の例を示した図である。前
記テーパー付楔の相対的変位はシリンダ２４によって与えられ、例えば位置センサ２５を
用いて測定可能である。
【００１１】
　５または６段に重ね合わされたロール（この例については図示せず）を含むレベラーの
場合には、偏心化したロール群が存在し、これらロール群は中間のロール群上に当接する
ことにより、入口ロール１２ａ及び出口ロール１２ｍの締め付けの調節を可能としている
。
【００１２】
　従ってレベラーの全体的調節には多くのパラメータが関与しているが、特に重要なパラ
メータについて以下に挙げる。
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　－例えば，螺子／ナット型調節装置あるいは圧力対抗傾斜台によって為される変位（上
部及び下部ロール間の横方向の平行）の調節、
　－ビームを傾かせることによるレベラーの入口及び出口におけるロールの食い込み度の
調節、
　－負荷下におけるロールの曲がりを補正するための圧力対抗手段の調節、及び
　－金属片中の張力。
【００１３】
　金属片の特性に応じてレベラーを調節可能とするためには、該レベラーを較正しあるい
は初期化することが必要である。このことは実質上意図された効果を得るためにレベラー
の適切な基本調節を決定することである。有効な手段を用いて制御可能な調節値（特に食
い込み度の調節、圧力対抗ローラーの高さの調節）、またレベリング中のロールのあそび
、反動及び曲がりの各量を知ることも望ましい。このようにしてレベラーの調節において
はこれらパラメータを考慮することが可能である。
【００１４】
　従って良好な製品平面度を得るためには、
　－レベラーの入口及び出口の間隙は例えば±０．０５ｍｍの範囲内で正確に較正される
こと、
　－操作者の視点からは理論的に平行なビームに内在する傾きあるいは転位が無いことを
確認すること、及び
　－圧力対抗手段の高さを例えば±０．０２ｍｍの範囲内で正確に較正すること、が必要
とされる。
【００１５】
　次に現実の段階においては、平坦化操作、特に較正には、いくつかの理由から一定程度
の経験論が必要とされる。
　－製造者によって示された事前調節設定あるいはチャートが不適当と認められる場合が
あるため、及び
　－操作者によってレベラー較正の定期的点検は、間隙中に導入されることによってレべ
リングロールと接触に至る時の数値を確認するための、測定バー、又は較正された径の円
形体がしばしば用いられる。それゆえ負荷の無存在下で行われるこの操作は、この方法で
はレベラー装置のあそびや反動が考慮されていないため、レベラーが負荷状態（製品上へ
の締め付け）下にある時に正確な間隙となることを保証するものではない。この較正方法
の精度の計測は明らかに感度と操作者の経験によって左右されるため困難であり、またそ
の再現性にも保証はない。
【００１６】
　しかしながら、動的負荷下においてレベラーを特徴付けるために、一方法（「レベリン
グ処理のモデル化及び、厚板ミル及び金属片仕上げミルへの応用」、ＭＥＴＥＣ、デュッ
セルドルフ、１９９４）が提案されている。この方法には、各圧力対抗手段と整列して配
置された歪ゲージを備える形態の異なる基準板の使用が必要とされる。
【００１７】
　ゲージを備える基準板を用いるこの方法はレベラーの最初の調整の設定に完全に適する
が、その操作適正を定期的にモニタリングするためには適していない。これは、この方法
を用いる際にレベラー装置を数時間停止しなければならず、また熟練した操作者によって
洗練された測定手段を用いて該装置を作動させなければならないためであり、それゆえ生
産性にとって大いに不利になっている。さらに、大型レベラーの場合、前記基準板の大き
さ及びそれら基準板の操作も問題となる。
【００１８】
　従って、
　－レベラーのいかなる機械的欠陥も検出でき、
　－疑わしい場合は装置の較正を点検でき、
　－時間が経過しても最初に設定した調整からずれていないか点検でき、
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　－この較正を、ゲージを備える基準板を用いる方法よりもより素早く、較正された測定
バーを用いた現在の手動による方法よりもずっと高い精度と再現性をもって実施すること
ができ、及び
　－偏心器あるいはその同等手段を機能させて入口及び出口ロール群の締付を正確に調節
できる、容易に実施可能な方法の確立が極めて必要とされている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　本発明は上記要求を満たす装置及び方法を提供することを目的とする。より詳細には、
本発明は既知の負荷を用いて負荷下における再現可能な較正を実施することによりレベラ
ーの特性を正確かつ簡単に測定する装置及び方法を提供することを目的とする。
【００２０】
　本発明はさらに、レベリングロールの曲がりを補正できるように圧力対抗調整位置を測
定する装置及び方法を提供することも目的とする。
【００２１】
　本発明はさらに、レベラーの変位を補正し、及び平行ビームを用いてその「傾き」を点
検する装置及び方法を提供することも目的とする。
【００２２】
　本発明はさらに、特に時間に関しての最初の設定が変動しないことを確実とする装置及
び方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　上記目的に基づき、本発明は、次のものよりなることを特徴とする、金属片レべリング
用マルチロールレベラー用の較正装置に関する：
・少なくとも一つの組立体
　これは互いに食い込むように配置された、上部ロール群と下部ロール群の二つによって
構成されており、これらのロール群は相互に関しては平行に、レべリングする金属片に関
しては垂直に配置されている；
・一本の剛性測定バー
　上部ロール及び下部ロール群よりなる前記組立体間で、レべリングの方向に前記ロール
群の全体上に亘って延び、十分な長さを有する；
・測定バー上の剛性突出部（複数）
　測定バーと一体的に形成されており、これらが下部ロール群に対して垂直に配置された
時に、下部ロール群の作動（作用）及び機械的な特性を再現する；
・金属薄板
　前記剛性突出部群上に載せられ、前記測定バーの中間において剛性突出部の一つに固定
されており、弾性変形を測定するための複数の伸び計を有する。　
【００２４】
　本発明の好ましい特徴に従って、前記伸び計を備えた金属薄板の長さはレベラーの最初
のロールと最終ロールとの間隔よりも長くされ、前記金属薄板の幅は圧力対抗傾斜台また
はローラーの幅よりも狭くなるように構成される。
【００２５】
　本発明の別の有利な特徴に従って、前記金属薄板の幾何学的及び機械的特性は、この金
属薄板がレベラー中において処理される最小の厚さ、最低の降伏強度及び最低の弾性係数
をもつ金属片のレベリングに対応する作用力を受けた時に前記金属薄板材料の弾性部分内
に変形が生ずるように選択される。
【００２６】
　本発明の別の有利な特徴に従って、前記伸び計は、抵抗変化に基づく歪ゲージ、あるい
はオプティカル　ファイバー型伸び計、あるいは前記金属薄板の局部的撓みを測定する他
の手段であってもよい。
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【００２７】
　本発明の別の特徴に従って、前記測定バーには、該測定バーを前記レベラーの縦方向に
沿って正確かつ再現可能に配置するための２個の下部ロール間に挿入された心合わせスタ
ッドが含まれる。
【００２８】
　本発明の別の特徴に従って、前記伸び計を備えた測定バーがレベラー中の適正位置にあ
るならば、少なくとも２台の伸び計が、全部でＮ個のロールをもつレベラーの入口から４
番目のロールと該レベラーの出口からＮ－３番目のロールとに配置されるように前記金属
薄板の中心の、かつ下部へ配置される。
【００２９】
　有利な構成例においては、前記伸び計を備えた測定バーがレベラー中の適正位置にある
ならば、少なくとも２台の伸び計が、全部でＮ個のロールをもつレベラーの入口から２番
目のロールと該レベラーの出口からＮ－１番目のロールとに配置されるように前記金属薄
板の中心の、かつ下部へ配置される。
【００３０】
　本発明の別の特徴として、前記測定バーにはレベラー内での該測定バーの操作を容易に
するための伸張部が有利に設けられる。
【００３１】
　本発明は前記伸び計を備えた測定バーを用いたマルチロールレベラーの較正方法もまた
対象とする。本較正方法は、伸び計を備えた金属薄板を含む２本の測定バーがレベラー中
のベアリング付近に配置され、圧力対抗傾斜台が完全に下げられ、前記下部ロール群及び
上部ロール群の各系列が締付制御手段を作動させて互いに近づけられて前記測定バーに対
して作用力が働き、この基準作用力がレベラー中において処理可能な最小の厚さ、最低降
伏強度及び最低弾性係数をもつ金属片のレベリングに対応され、及び前記金属薄板が弾性
変形状態となることを特徴とする。一旦この作用力が及ぶと、前記測定バーの変形が伸び
計によって測定され、この変形から前記レベラーの基準間隙、変位及び傾きが導き出され
、適切な場合、これら測定結果に従って補正が為される。
【００３２】
　好ましい実施方法に従って前記較正工程が実施され、次いで後続する工程において、伸
び計を備えた前記２本の測定バーが前記ベアリングに最も近接する圧力対抗傾斜台に対し
て垂直に配置され、前記下部ロール群及び上部ロール群の２つの系列が前記締付制御手段
を作動させることによって前工程において測定された前記基準間隙まで近づけられ、次い
で前記２個の圧力対抗傾斜台の転位が前記伸び計を備えた金属薄板の変形から測定された
前記基準作用力と一致する作用力が他の圧力対抗傾斜台に対して垂直な前記測定バーを横
方向へ転位させることによって得られるように変更され、すべての圧力対抗手段が較正さ
れるまで上記操作が必要な限り何度も繰り返される。
【００３３】
　別の実施方法に従って、圧力対抗傾斜台と同数の前記伸び計を備えた金属薄板を含む測
定バーが用いられ、レベラー中の前記ベアリングに近接して２本の前記測定バーが配置さ
れ、前記測定バーに対して基準作用力が働くように前記締付制御手段を作動させて前記２
系統のロール群が互いに近づけられ、前記作用力が前記レベラー中において処理される最
小の厚さ、最低降伏強度及び最低弾性係数をもつ金属片のレベリングに対応され、及び前
記金属薄板が弾性変形状態に置かれ、該変形から前記基準間隙を導き出すために前記金属
薄板が耐え得る変形が伸び計を用いて測定され、及び前記レベラーの転位及び傾きを補正
することが適当な場合は、次いですべての測定バーがレベラー中において各圧力対抗傾斜
台の位置に配置され、前記締付制御手段を作動させて前記２系統のロール群が互いに近づ
けられて前記基準間隙が得られ、前記圧力対抗手段の変位が変更されて前記基準作用力を
得られ、及び前記金属薄板が耐え得る変形を伸び計を用いて測定して該変形から前記間隙
及びロール群によって加えられる締付け作用力が導き出され、また必要に応じて、上記の
ようにして得られた結果に従って較正の補正が行われる。
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【００３４】
　前記較正方法は、各測定バーをレベラーの縦方向に沿って正確かつ再現可能な方式で配
置させるため、下部ロール群の作用を再現する剛性な突出部がこれらロール群と列をなす
ように、２個の下部ロール間に挿入された心合わせスタッドを備えた測定バーを用いて有
利に実施される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３５】
　本発明について添付図面を参照しながら以下においてより詳細に説明するが、本発明は
以下の記載によって限定されるものではない。
【００３６】
　図６に図示された装置は、前記レベラーの長さよりも長い例えばスチール製の剛性測定
バー８からまず成っている。この剛性測定バーには同じく剛性である固定された突出部８
１が含まれ、これら突出部間の間隔は、レベラーの下部ビームのロール１１間の中心から
中心までの間隔を忠実に再現している。これら突出部の形状は、好ましくはこれら突出部
上へ置かれた金属薄板と直線的に接触するように選択される。例えば、レベラーのロール
の直径に近い直径を持つ円筒形の突出部が選択される。前記測定バーの全体的設計は、最
小負荷（レベリングロールの最小の曲がり）を要求する製品の範囲の平坦化条件に基づい
て行われる。
【００３７】
　突出部８１上には金属薄板８２が載せられる。この金属薄板の存在は、レベリングロー
ルの硬さに匹敵する硬さをもつ突出部と線状接触状態にある薄い製品をシミュレーション
したものである。この金属薄板の全長は、第一ロール軸が最終ロール軸から離れている間
隔よりも長い。前記金属薄板の幅はその全体的支持が十分剛性であるように限定されるた
め圧力対抗手段の幅を超えない。前記金属薄板は前記測定バーの１個の中心突出部へ固定
されて該測定バーと一体化されているため、固定状態下においても、この固定箇所のいず
れかの側において該金属薄板は自由に変形可能である。この金属薄板は図７に図示されて
いるような螺子８６あるいはいずれか他の同等な方式によって固定される。
【００３８】
　この金属薄板の特性は下記点に従って選択される。前述したように、この金属薄板の応
力は、最小負荷を要求する製品の範囲の平坦化条件によって限定される応力である。限定
により、かかる条件では平坦化される製品の塑性的変形が生ずる。しかしながら、前記金
属薄板の特性は、これら同一条件において金属薄板の弾性範囲内における変形のみが生ず
るように選択されなければならない。つまり前記金属薄板の特性、すなわち降伏強度、厚
さ及び弾性係数の少なくとも１つの特性が平坦化された製品の対応する特性よりも大きく
なければならない。
【００３９】
　前記装置へ、例えばレベラー内で該装置を横方向へ移動させる等の操作を容易にするた
めの伸張部８５が設けられると有利である。この伸張部は歪ゲージへ電気的接続を与える
役割も果たす。
【００４０】
　図６にはレベラーの下部ロール系列１１上へ前記装置が載せられた状態が図示されてい
る。この装置が下方にあるロール群に対して確実に縦方向に正確に配置されるように、位
置決めシステムが有効に用いられる。この位置決めシステムとは、例えばレベラーの２個
の下部ロール間に挿入される前記測定バーと一体化された心合せスタッド８４のことであ
る。前記測定バーはこのようにして正確かつ再現可能な方式で長手方向へ位置決めされ、
下部ロール群の作動状態を再現する前記剛性な突出部がこれらロールに対して完全に垂直
に配置される。しかしながら、前記スタッドの正確度に匹敵する他の同等な位置決め手段
を用いることも当然可能である。
【００４１】
　図から分かるように、２個の伸び計８３ａ及び８３ｂ（例えば歪ゲージ、オプティカル



(9) JP 4512585 B2 2010.7.28

10

20

30

40

50

　ファイバー型歪ゲージ、あるいは金属薄板の局部撓みを測定するための他の手段）が金
属薄板下部へ固定されている。これら伸び計の正確な位置は下記データに対応する。
　－前記２個の伸び計は、レベラーの傾きを差異から可能な限り正確に測定できるように
レベラー端部（入口及び出口）のできるだけ近くへ配置される。
　－可能な最大の正確度を得るため、伸び計は曲げによる圧力が強く加わる部分へ配置さ
れる。従って、伸び計を上部及び下部の２系列ロール間の中央部位（変形ゼロ）へ配置し
ても所望の目的は達せられない。
　－伸び計は張力が加えられる金属薄板の一部上へ有利に配置される。理論的には伸び計
を圧縮が加えられる部分上へ配置することは可能であるが、伸び計をロール群と直接接触
している面上へ配置することが困難であるため、この選択を行うことは実質的にはより困
難である。
　－伸び計を完全に埋め込み状態になると考えられる箇所へ配置することも推奨されるが
、かかる箇所の境界条件はロールの位置によってのみ定まる。金属薄板はロール１１ａ及
び１１ｎを越えると自由状態となるため、この境界条件は図６中のロール１２ａ及び１２
ｍの位置では当て嵌まらない。しかしながら、この境界条件はロール１２ｂ及び１２lの
位置で満たされる。より全体的に言えば、Ｎがレベラーのロールの全数を示すならば（す
なわちｍ＋ｎが上部及び下部系列のロール数の総和であるならば）、１は入口ロールを、
またＮは出口ロールを示し、伸び計は好ましくは（従ってレベラーの入り口側にある）４
番目のロールの位置及び（レベラーの出口側にある）Ｎ－３番目のロールの位置の金属薄
板の伸張面上へ配置される。伸び計は、局部的最大曲がり変形を測定するために２個の上
述したロールの位置で金属薄板の中心に配置される。
　－しかしながら、前記締付けがより厳格に制御されるべき部分及び該締付けに対して作
用させるために特定の手段が配置される部分に伸び計を配置することも有利である。かか
る部分としては、ロール１２ａ及び１２ｍに対する間接的な偏心的作用によって前記締付
けを特に変えることができるレベラーの入口及び出口が相当する。この場合、前記局部的
変形を測定するためには、前記金属薄板の中心で２個の前記ロール（図６中の８３ｃ及び
８３ｄ）の位置に伸び計を配置させることが有利である。もしかかる配置による変形の測
定があるロール（例えば１２ｂ及び１２ｌのレベル）と垂直の測定バー上のいずれか他の
長手方向の箇所において測定した変形と大きく異なるならば、偏心器の調節が不完全（例
えば偏心器の過剰固定）であると結論され、該調節の修正が必要とされる。
【００４２】
　前記装置の全厚（測定バー＋突出部＋金属薄板＋芯合せのシステム）は組立装置の剛性
を十分保証できるほど厚いが、レベラーにおいて可能な最大の開口部を設けることも猶可
能である。
【００４３】
　測定の実施に際しては、前記測定バー８がレベラーの下部及び上部ロール間へ配置され
る。止め部材８４（または同等の位置決めシステム）により前記測定バーがこれらロール
に対して位置決めされ、これによって測定バー全体のレベラーに対する長手方向の適正な
配置が確保される。
【００４４】
　以下にレベラーの変位及び傾きの測定及び補正を意図した第一工程の手順について説明
する。
　伸び計を備えた２本の測定バー８をレベラー内にベアリング２０に可能な限り近づけて
配置し、圧力対抗傾斜台２１を完全に下げる。第一工程において、平坦化作用力が働くよ
うに締付制御手段（モーター１９ａ及び１９ｂ）を作動させることにより前記２系列のロ
ール群１１及び１２が互いに近づけられる。本較正方法において最大の正確性を確保する
ため、この基準平坦化作用力は、最低弾性係数及び最低降伏強度をもつ最も薄い製品のレ
ベリングに対応するレベラーの工業的適用範囲における最小作用力が再現されるように選
択される。測定バー８上において測定された変形から間隙（基準間隙と呼ばれる）の数値
を導き出すことが可能となる。レベラーの長手方向及び横方向に沿って測定された基準間
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隙値を検討及び比較することにより、例えば螺子／ナット方式の調節部材１６ａ、１６ｂ
、１６ｃ、１６ｄを用いてレベラーの変位及び傾きを補正することが可能である。
【００４５】
　次に、前記間隙、及び圧力対抗手段の位置でロール群によって加えられる締付け作用力
の測定を目的とする後続の工程における手順について説明する。
【００４６】
　２本の測定バー８がベアリングに最も近い第一及び第二圧力対抗傾斜台２１ａ及び２１
ｋに対して垂直に配置される。次いで締付け制御手段を作動させて前記２系列の下部ロー
ル群１１及び上部ロール群１２が前工程において測定された基準間隙となるように互いに
近づけられる。前記基準作用力が得られるように前記問題となる圧力対抗手段２１ａ及び
２１ｋの変位が変更され、測定バー８の伸び計を備えた金属薄板８２の転位に基づいて測
定が実施される。この工程は、他の２個の圧力対抗手段２１と列状をなす測定バーを横方
向へ転位させることにより圧力対抗手段のすべてが較正されるまで必要な回数反復される
。
【００４７】
　前記較正及び調節をより素早く実施することを目的として、伸び計を備えた金属薄板８
２を有する測定バー８を圧力対抗傾斜台２１と同数用いることも可能である。この場合、
前記第一工程を前述したままとして、次の工程で各傾斜台２１の下へ測定バー８を配置す
る。
【００４８】
　一例として、マルチロールレベラーを特徴付けるように本発明装置及び方法を用いて得
られた下記結果により本発明について説明する。図８において、数字表示１及び９は本発
明レベラーの前記最初及び最終の圧力対抗傾斜台に対する垂直部分に相当し、他方数字表
示５はレベラーの長手軸を表す。図８は、圧力対抗傾斜台を完全に下げて、伸び計を備え
た金属薄板状の測定バーを用いてこのレベラーの入口（Ｅ）及び出口（Ｓ）において測定
された締付けの横方向の変化を示している。この第一工程によって、負荷下におけるロー
ルのいかなる曲がり、またレベラーカセットのいかなる捩れも確認することが可能とされ
る。
【００４９】
　図９は、圧力対抗手段に対して為された補正後に、前記特徴化工程からの表示を考慮し
て同一レベラー上において測定した締付けを示した図である。負荷下における前記レベラ
ーのロール群の曲がり及び間隙は同一とされている。この較正操作後における伸び計を備
えた測定バー上での締付けは０．５ｍｍ±０．１ｍｍである。
【００５０】
　本発明は言うまでもなく上記実施例に限定されず、以下に記載する特許請求の範囲にお
ける限定範囲内での均等な代替される構成にも及ぶものである。従って、本願発明によれ
ば、マルチロールレベラーにおける調節上の欠陥を直ちに確認し補正することが可能であ
る。操作者も容易に本発明装置を使用できるため、いずれの偏移についても診断を確立し
、及びより高度な平坦性及び均斉度を達成して平坦化された製品の品質を向上させること
が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１】上記において説明した公知のマルチロールレベラーの原理及び構成を示した図で
ある。
【図２】上記において説明した公知のマルチロールレベラーの原理及び構成を示した図で
ある。
【図３】上記において説明した公知のマルチロールレベラーの原理及び構成を示した図で
ある。
【図４】上記において説明した公知のマルチロールレベラーの原理及び構成を示した図で
ある。
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【図５】上記において説明した公知のマルチロールレベラーの原理及び構成を示した図で
ある。
【図６】本発明に従った伸び計を備えた測定バー装置及び該測定バー装置のマルチロール
レベラー中への配置方式を示した図である。
【図７】伸び計を備えた測定バーの１個の突出部への金属薄板の一固定方法を示した図で
ある。
【図８】圧力対抗傾斜台が完全に下げられている状態での、本発明を用いてレベラー上で
測定された締付けを示した図である。
【図９】縦方向及び横方向双方の均質化後における、本発明を用いてレベラー上で測定さ
れた締付けを示した図である。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図８】
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